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食料生産~消費過程における窒素利用効率と環境への窒素負荷一消費者影響の重要性と活用方向一
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1. はじめに

窒素は生物の必須養分である一方、 環境中に過剰な窒

素が放出されると土壌、 水、 大気、 生態系の汚染につ

ながるこ とが知られている。 人間による食料やエネル

ギーの消費に伴って環境中に放出される反応性窒素

(N2 ガスを除く すべての窒素化合物) の量を推定する

ために窒素フ ッ トプリ ン ト (Ni t rogen footpr int) とい
う指標が開発され、 国内外でさまざまなレベル (国、

流域、 大学 ・ 研究所など) での評価や解析が進んでき
た。 ここでは、 日本における窒素フ ッ トプリ ン トの研

究状況に基づき、 その特徴や消費者一人あたりの環境

への窒素負荷、 消費者の果たす役割について述べる。

2. 窒素フ ッ トプリント とは ?
例えば消費者が牛肉を食べるこ と を考えると、 肉牛の

餌となる飼料作物を育てるために畑に窒素肥料が施与

される。 その一部は作物に吸収されるが、 一部は利用

されずに環境中に放出される。 同様に、 作物が収穫さ

れ、 肉牛に施与され、 最終的に牛肉と して人の口に入

るまでにも多 く の窒素が利用されず、 環境中へ放出さ

れるこ とになる。 牛肉を食べた後の人からの排せつ物

に含まれる窒素も一部は下水処理場で N2 ガスと して

除去されるが、一部は残存して環境中へと放出される。

このよ うに生産から加工、 流通、 消費に至るまでの

すべての環境中への反応性窒素の放出量を 「窒素フ ッ

ト プリ ン ト」 と している。 食料消費以外にも、 家庭に

おける電気やガスの消費、 交通利用に伴うエネルギー

消費、 さまざまな生活物資やサービスの消費に伴うエ

ネルギー利用も同様に環境中へ反応性窒素を放出する

ので窒素フ ッ トプリ ン ト と してカウン ト される。

3. 日本の窒素フ ッ トプリ ン ト

Oita et al. (2016a) は世界の貿易取引や各種統計デー
タ と産業連関分析法を用いた国内外の窒素フローに基

づき、 日本の消費者一人あたりの窒素フ ッ ト プリ ン ト

を 39.8 kg N / 人 / 年と推計している。 また、その窒素
フ ッ トプリ ン トの約 48%が水圈へと溶脱する反応性窒
素であり、次いで窒素酸化物 (NOx) 、アンモニア (NH3) 、
亜酸化窒素 (N20) と して大気へ放出されている。

Shibata et al. (2014) は N-Calculator と呼ばれる方

法を用いて日本における食料需給表やエネルギー消費

等の統計データに基づき、 食料や飼料の輸入の影響も

考慮に入れた窒素フ ッ トプリ ント を求め (28.1 kg N / 
人 / 年) 、 そのうち 78%が食料生産の過程で生じてい
るこ と を示した。また、日本は食料自給率が低いため、

窒素フ ッ トプリ ン トは輸入の影響を強く受けている。 

つまり、 日本での食料消費に伴って生じる多く の反応

性窒素が、 その食料が生産された輸入国の環境中へ放

出されているこ とになり、日本の果たす責任は大きい。 

4. 海外との比較 ・ 消費者の役割

食料生産過程が窒素フ ッ トプリ ン トの大半を占める

傾向は、 日本以外の諸外国でも広く 認められている

(Shibata et al 2017)。 米国やオーストラリアはエネ
ルギー消費が多いために日本より も窒素フ ッ ト プリ ン

トはやや高く 、 ヨーロ ッパ諸国では下水処理効率が高

いために日本より も窒素フ ッ ト プリ ン トが低い傾向に

あった (Shibata et al 2017)。
窒素フ ッ トプリ ン トは消費する食料の種類によって

も大き く 異なる (Shibata et al 2014; 0 i ta et al. 
2016b)。 大まかにいう と、 肉ｻ魚 (養殖) > 野菜≒穀
物の順に食品タンパク質量あたりの窒素フ ッ ト プリ ン

トが異なる傾向がある。 そのため、 消費者による消費

行動 ・ 食品選択の変化により、 窒素フ ッ ト プリ ン ト を

低減すること を通じて、 環境中への窒素汚染を大き く

減らすこ とにつながるこ とが期待されている。 
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